
書店と図書館がつなぐ未来の読者in熊本市

書店と図書館の合同研修会

主催:本の未来と読者を考える書店・図書館等による連携協議会
事務局 一般財団法人出版文化産業振興財団（JPIC）

共催:熊本県書店商業組合 熊本市立図書館



2026年2月7日

一般財団法人 出版文化産業振興財団（JPIC)
専務理事 松木修一

全国的な書店・図書館をめぐる動き



１Page.



出版文化産業振興財団（JPIC）主な事業 2Page.

読みきかせサポーター講習会JPIC読書アドバイザー養成講座

上野の森 親子ブックフェスタ

マンガ感想文コンクール
●生涯学習事業

●交流協力事業 ●出版コンテンツの海外発信事業
翻訳・
寄贈業務

東京大商談会・BOOK EXPO
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街の本屋さんを元気にして、日本の文化を守る議員連盟
 2022年4月 書店議連（自民党議連）の窓口を日書連･JPICが共同で担う

提言書中間報告 第一次提言

「経済財政運営と改革の基本方針 (骨太の方針)」

産業振興に関わる動き

 2024年6月 書籍を含む文字・活字文化の振興や書店の活性化を図ると掲載
 2023年6月 「書籍を含む文字・活字文化」の振興と掲載

 2022年12月  2023年4月

『書店活性化プラン』発表
 2025年6月13日 「骨太の方針2025」閣議決定 「書店活性化プランの推進」と記載
 2025年6月16日 書店議連総会開催 更なる書店活性化に向けた決議

 2024年10月「書店活性化のための課題（案）」を公表、パブリックコメントを募集
 2024年3月 経済産業省において、部局横断のプロジェクトチームを立ち上げ
経済産業省「書店振興プロジェクトチーム」発足

 2025年6月10日
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【質問】

・読書活動を推進するため、書店と図書館は連携すべきだと思いますか？
１．思う ６９％
２．思わない ２８％
３．答えない ３％

・次に挙げる書店と図書館の連携について賛成ですか、反対ですか？
１．図書館が地元の書店から本や雑誌などを購入する。

賛成 ８６％ 反対 １１％ 答えない ４％
２．図書館で予約した本の受け取りや返却

賛成 ６７％ 反対 ２９％ 答えない ４％
３．書店と図書館が合同でイベントを行う

賛成 ８２％ 反対 １３％ 答えない ５％
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2023年４月にまとめられた自由民主党「街の本屋さんを元気にして、
日本の文化を守る議員連盟」の第一次提言においても、子供の読書活動や
リスキリング、文化活動の推進につながる取組を支援し、書店・図書館との
共存・共栄等による新しい価値創造を推進することが必要としている。

その具体的方策として、書店と図書館が連携する優良事例の収集・普及、
これと合わせて図書館と書店が共存できるモデルやルールづくりの検討が必
要であり、これを検討するために図書館関係者、書店関係者、文部科学省の
参画による対話の場を設置することが求められた。

【開催趣旨】
全ての国民があらゆる機会と場所において書籍に触れ、読書を行うこと

ができるよう、文化拠点としての書店等の振興、子供の読書活動、文化活動
の推進等につながる取組を支援するとともに、著者、出版社、書店と
図書館との共存・共栄による新たな価値創造を推進することが必要である。

これを踏まえ、以下のとおり対話の場を開催し、関係者の連携促進を図る。
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「対話の場のまとめ」においては、「書店・図書館等が直面する現状と課題に
対して、書店・図書館等関係者が協力し、読者人口を増やすこと、すなわち
「読者育成」を目指すことに大きな意義があることを確認した。」として、
書店・図書館等の連携促進方策を提案している。

それを受け、次の連携促進方策に取り組み、実証と検証・普及を推進する。

〇書店と図書館とのシステム連携
〇書店での図書館資料の受け取り・返却、図書館での書籍販売等
〇「図書館本大賞」（仮称）の創設
〇実践事例の収集・普及

「書店と図書館員が学び合える「研修機会」を設ける



“書店・図書館等関係者における対話の場” を実施
 2023年10月～2024年3月（計4回）

「図書館・書店等連携実践事例集」を公開
 2024年10月

文字・活字文化の振興 51百万円
１．読書のまちづくり推進事業

6箇所(自治体等)×6百万円＝36百万円
２．図書館・書店等連携促進に向けた調査研究 6百万円
３．障害者サービスの調査等 9百万円

「図書館・学校図書館の運営の充実に関する有識者会議」
の発足

令和6年度 補正予算
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事業の概要

図書館と学校図書館が中心となり、地域の書店を含む様々な
関係機関の連携協働による読書活動を促進し、地方創成に資
する読書を通じたまちづくりのモデル事業を実施する。
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1．設置の趣旨
図書館・学校図書館は、学習活動の振興や文化の発展のために幅広い活動を通して、社会の発展や学校

教育の充実に大きく寄与してきた。人口減少・少子化の深刻化、デジタル化、グローバル化の進展等によ
り将来の予測が困難な時代とされ、学校・社会の課題が複雑化・困難化する中、図書館・学校図書館は、
今後より一層積極的な役割を果たすことが求められている。

このため、今日の図書館・学校図書館の現状や課題を把握・分析し、運営の充実に向けた検討を行う
「図書館・学校図書館の運営の充実に関する有識者会議（以下、「有識者会議」という。）」を設置する。

2．検討事項
（1）学校・家庭・地域の連携による社会全体を通じた読書環境の充実について
（2）読書バリアフリー法の制定やICTの急速な発展等の社会変化を踏まえた図書館及び学校図書館の

運営やサービス等について
（3）図書館・学校図書館の運営上の諸課題への対応について
（4）その他、図書館・学校図書館の運営の充実について

意見募集
（参考）第9回配付資料【資料1】図書館が拓く未来の学びと地域社会（報告書案）（PDF:486KB）

意見募集期間
令和7年12月23日（火曜日）から令和8年1月12日（月曜日・祝日）まで



書店活性化プラン概要

読 書 人 口 の 減 少 や 書 店 の 魅 力 向 上 に
関 す る 課 題 へ の 支 援

地 域 に お け る 書 店 と 図 書 館 ・ 自 治 体
と の 連 携 の 在 り 方 に 関 す る 支 援

業 界 慣 行 に お け る 課 題 へ の 支 援

経 営 に お け る 効 率 化 ・ 省 力 化 に
関 す る 課 題 へ の 支 援

Ⅰ

Ⅱ

Ⅲ

Ⅳ

新 規 開 店 や キ ャ ッ シ ュ レ ス 決 済 に
関 す る 課 題 へ の 支 援Ⅴ

引き続き、本プランを発表後も、各省連携により、継続的に見直し、必要な課題の
整理や本プランのメニューの調整を行い、取り組みを進める。
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「 一 村 一 書 店 運 動 」 の よ う な 各 自 治 体 に 書 店 を 存 在 さ せ る 取 り 組 み の 支 援
【 内 閣 官 房 新 し い 地 方 経 済 ・ 生 活 環 境 創 生 本 部 事 務 局 】

書店振興施策の拡充を求める決議

キ ャ ッ シ ュ レ ス 決 済 に お け る ク レ ジ ッ ト カ ー ド 会 社 の 低 廉 な 手 数 料 率 プ ラ ン の 周 知 徹 底
【 経 済 産 業 省 】

地 域 書 店 か ら の 図 書 購 入 及 び 装 備 費 の 扱 い 等 に つ い て 、 各 省 庁 連 携 の う え で 調 査
【 文 部 科 学 省 ・ 経 済 産 業 省 】

付 録 付 き 雑 誌 の セ ッ ト 組 作 業 に 対 し 、 書 店 へ の 適 切 な 対 価 の 支 払 な ど 対 応 検 討
【 公 正 取 引 委 員 会 】

魅 力 的 な 書 店 作 り に 取 り 組 む た め の 政 府 機 関 の 支 援 策 の 周 知 徹 底
【 中 小 企 業 庁 】

大 手 書 店 や ネ ッ ト 書 店 に お け る 過 度 な ポ イ ン ト 還 元 や 送 料 無 料 へ の 対 策 必 要 性 の 検 討
【 文 化 庁 ・ 公 正 取 引 委 員 会 】

読 書 推 進 人 材 の 支 援 絵 本 専 門 士 な ど の 拡 大 、 強 化 、 周 知
【 文 部 科 学 省 】

2 0 2 5 / 6 / 1 6  書 店 議 連
決 議 資 料 よ り 要 約 12Page.
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【齋藤 健議員】
街の本屋がなくなっていることに危機を感じている。
本屋は視野を広げるためインフラ。
ネットは関心を狭める、一方、本屋は関心を広げる方向に役に立つ。
本屋の軒数は半減、市町村に1軒も書店のない自治体は4分の１になっている。
本屋が1軒もない自治体で産まれた子は、本屋の存在すら知らない。
本屋と図書館とネットが共存する世界が日本にとって望ましい。

【高市総理】
書店は地域住民が多様な作品に触れる街の重要な文化拠点。
美しい日本の伝統文化を守る観点からも書店の役割は大きい。
書店活性化プランに基づいて、今後もしっかりと書店の活性化を進めていく。
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定価販売法出版物に適用
される軽税率

国民1人当たりの
文化歳出予算額

人口文化歳出
予算額国

再販制度-899円1億2,431万人1,117億円日本

-標準20%に対し0%3,347円6,710万人2,246億円英国

-州により免税838円3億3,514万人2,846億円米国

あり 割引不可
電子も対象標準19%に対し7%4,353円8,448万人3,677億円ドイツ

あり 最大5%割引
電子は割引不可

標準20%に対し
書籍5.5% 雑誌2.1%9,812円6,804万人6,676億円フランス

あり 最大15%割引
電子も対象

標準10%に対し
非課税9,630円5,144万人4,954億円韓国

日本は対象6カ国中で文化歳出予算額が最も小さく、出版物は軽減税率の対象外

（出所）文化庁 令和5年度 諸外国の文化政策等に関する調査・研究／財務省 諸外国における付加価値税の概要 2024.1／経済産業省 国内外の書店の経営環境に関する調査 2023.10
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韓国出版文化産業振興院の存在

韓国出版文化産業振興院は、出版文化産業の振興·発展を効率的に支援·育成し、
出版文化産業を総合的かつ体系的に振興することで国家知識競争力強化に寄与す
ることとしている。

このように韓国では出版文化産業の振興だけを管轄する省庁があり、自治体や
書店組合と連携しながら、様々な地域書店支援を行っている。

韓国で地域書店支援を行う根拠法となるのが、出版文化産業振興法である。

韓国では1990年代から図書の値引販売が横行していたため、出版・書店業界
の働きかけにより、出版文化産業振興法が制定された。

特に2014年の「改正図書定価制」の施行により図書館や自治体もその対象と
なったため、地域書店も戦えるようになった。
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出版文化産業振興法[地域書店活性化条項と地域書店認証制]

前述のような「図書定価制」の強化により、地域書店から図書館や自治体への
納品が可能になると、書店偽装事業者や幽霊書店が現れてくるようになった。

それに対抗するため業界も動き、2021年に「地域書店の定義と要件新設」と
併せて「地域書店活性化支援」が出版文化産業振興法に新設された。

この法律の立法事由として、「地域文化拠点の役割を果たす地域書店の消滅危機
が持続・深刻化する状況が続き、克服する方策が必要」「各自治体が地域書店活性
化のための条例を制定するなど地域書店支援に努めてきたが、制定根拠及び支援策
作りを法律で規定し、地域書店政策の推進動力確保が立法化の背景」としている。

なお、地域書店の定義については「韓国書店組合連合会」の地域書店認証基準
を参考に自治体ごとに決めている。
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公共図書館（自治体）の最優先の使命は地域書店の支援

ソウル市中央図書館と高陽市中央図書館の例
ソウル市中央図書館は平日は約5,000人、週末は約１万人が訪れる。蔵書20万冊、
閲覧席390席、ソウル市内320ヶ所図書館の資料を一度に把握する統合図書検索
サービスも行っている、韓国最大の特別都市の基幹図書館である。

高陽市立中央図書館は、ソウル近郊のベッドタウンとして特例市に指定されてい
る高陽市 （コヤン市）の基幹図書館である。
２館とも公共図書館（自治体）の最優先の使命は地域書店の支援とし、様々な支援
施策を行っている。

ソウル市では書店活性化の条例を2016年に設置、書店調査を経て書店を市民と
交流する文化空間として支援をしている。このような自治体の書店政策の制定根拠
のため、前述したように出版文化産業振興法に地域書店活性化条項が盛り込まれた
のである。
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16ヶ所の図書館がある高陽市では2015年に27件あった図書納品書店が2023年の
現在、40件に増加しており、予算の90％を地域書店から購入している。

書店の選び方は地域書店認証を持つ書店から基本平等に購入するが、図書館の施
策への協力度合いで若干のプラスをする場合はある。

図書館評価においては、地域に合せた特色ある事業の実施実績を重視

高陽市中央図書館では地域書店支援の観点からも、現在の図書館評価で最も重要
となっているのは「地域の特色にあった事業を如何に実施しているか」という点に
なっている。

高陽市の地域書店活性化支援事業
ⅰ 地域書店からの優先購入
ⅱ 読書クラブのサポート
ⅲ ブックキュレーションサポート（9図書館が書店と連携し、展示支援）
ⅳ 本の地図作成（書店と16の図書館が載った地図を作成、スタンプラリーも開催）
ⅴ 友よ本屋ヘ行こう（小・中・高校にBookPay支給等）



金額（M€）予算支出または税制上の措置

243.0フランス国立図書館

メディア・書籍・文化産業
ミッションプログラム334

50.7書籍経済政策

28.5うち：国立書籍センター

23.7読書および蔵書の発展

10.1うち：Bibliothèque publique d’investissement

317.4小計（合計）

89.0カルチャーパス予算による書籍購入
文化ミッション

未公表芸術家・著作者に対する老齢保険料免除の国家補填

94.4一般分権交付金（DGD）内の図書館関連特別助成金地方自治体関係ミッション

600.0書籍に対する軽減付加価値税（TVA）率

1100.8合計

出展：L’aide de l’État au secteur du livre
著者：Jean-Raymond Hugonet
発行日：2025年7月2日
出典：フランス上院（Sénat）財務委員会
https://www.senat.fr/commission/fin/index.html

26

フランスは国家予算 約1100M€（約2,000億円）を 
読書振興や出版業界支援に投じている 
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出典:大日本印刷株式会社 「フランス国立図書館（BnF）プロジェクト活動報告」

フランスは国家予算243M€（約400億円）を国立図書館運営のために使っている 

27
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ハード面支援 
（建物・インフラ等） 

ソフト面支援 
（蔵書・イベント等） 23.7M€ 

・フランスは国家予算118.1M€（約200億円）を助成 
・地方自治体とも連携し、ハード/ソフト両面から公共図書館整備に力を入れている 

28

94.4M€ 
約160億円 

約40億円 

地方自治体が公共図書館の
建設・改修・設備整備を
行う際、国家が財政支援

一般分権交付金内の 
図書館関連特別助成金 

読書・コレクション
開発 
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CNL＝Centre National du Livre／国立図書センター 
 
  ・フランス文化省の監督下にある 
 
  ・出版社、書店、著者、翻訳者、図書館、文学的行事の 
   開催者への助成と支援の中核組織 
   
  ・2024年度 助成実績 ⇒ 3,098件 

フランスは本の経済政策として50.7M€（約90億円）を予算として割り当て、 
そのうち28.5M€（約50億円）をCNLに割り当てている 
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参考）フランス 著作権管理団体（SOFIA）とは 

・1999年に設立された書籍分野の著作権管理団体 
 
・著者と出版社の対等な構成で運営 
 
・主に以下の３つの権利を管理 
 ➀図書館での書籍貸し出しに関する権利（2003年6月18日～） 
  ※ 2003年に公共貸与権制度に関する立法が可決 
 ➁デジタル私的複製に対する報酬（2001年7月17日～） 
 ➂20世紀に刊行された絶版本の電子的再利用（2012年3月1日～） 

30
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納入業者
（書店など）
納入業者
（書店など）

書籍納品 

代金＋6％※ 
支払 

SOFIASOFIA

※６％ 

図書館登録利用者数×1€～1.5€ 

    11M€ 

     7M€ 

法整備と出資の両面で「無料制による読書普及」と 
「著作者の権利の尊重」を両立 

図書館
（自治体設置）
図書館

（自治体設置）

31

 18M€ 
(約30億円) 

金額は：2025年7月SOFIA提供PDF「Société Française des Intérêts des Auteurs de l’écrit」より 

 （約12億円） 

（約18億円） 
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フランスは、出版を文化遺産として捉え、文化の多様性、独創性を保ち多く
の人が本にアクセスできる環境を維持するために、国が積極的に出版業界へ
の援助を続けている。 

韓国は、出版文化産業を総合的かつ体系的に振興することで、国家知識
競争力強化に寄与するとしている。

２国とも最初から国の支援があったわけでなく、書店や出版社、図書館など
本に関わる人たちが声を挙げ、動き続けた結果に勝ち取ったものであると感
じた。その努力が今も継続されているから現在の環境が守られている。 
しかし、両国とも年々厳しい状況になってきている。 
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2025年6月に公布された「トラック新法」（正式名称：貨物自動車運送事業法改正）では、運送業界の
構造的課題を是正するため、複数の重要な改正が行われました。
これまでの標準的な運賃は、国が示す目安価格に過ぎず、法的拘束力がありませんでした。そのため、
過度な値下げ競争（ダンピング）が常態化し、ドライバーの⾧時間労働や低賃金、さらには安全性の低
下を招いていました。
こうした状況を改善するため、トラック新法では国が告示する「適正原価」を下回る運賃・料金を禁止。
荷主・事業者ともに、持続可能な物流を支える価格水準を守ることが義務化されます。

【適正原価（最低運賃制度）導入スケジュール】

内容告知 ２年以内 ＝ 2027年中頃 施行開始 ３年以内 ＝ 2028年度

【出版配送運賃への影響（概算）】

送品運賃（販売会社負担）＋270億円（199％） ＊現在の販売会社の赤字 ー54億円

返品運賃（書店負担） ＋102億円（199％） ＊地方書店の存立の危機

現状の配送網維持は困難、図書館や教科書への影響も大きい。



本日は現在、自分たちの周りで何が起こっているのかを知って頂くため、
書店や図書館に対する国の政策や予算化の組み立て、文化政策が進んで
いる国の取り組みなどを紹介してきました。

それを通してお伝えしたかったのは「声を挙げる」ことの大切さです。
ただ、書店だけ図書館だけで自分たちの利益や状況改善のために、声を
挙げても「なぜ書店だけ、図書館だけ」になります。
書店と図書館の連携については、地域の現状によりその方法が異なると
思います。この研修会を機会にその方法を話し合いながら、まず、一緒
になって地域の文化や読書環境の整備について声を挙げませんか。

そしてまず、その相手は「自治体」です。前述のように国は書店と図書
館や重要性について「骨太の方針」や「書店活性化プラン」「予算化」
において認めています。この事実をしっかり「自治体」に伝えることを
連携して行うことで自分たちの未来を変えていきましょう。
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書店在庫情報プロジェクト
読者利用イメージ





書店の連携方法

 
 
●在庫情報をサイトで公開している書店の場合 
書店在庫情報プロジェクトが、読者の検索時にスクレイピングして表示します。 

●API連携や、CSVファイルなどをアップロードする方法 
書店システムからのAPI提供により、在庫表示をおこないます。 
書店システムから書き出したファイルを独自に編集したCSVファイルなどを、FTPでアップロードしていただくことで在庫
表示されます。 
●トーハン（TONETS V）・日販（サポートC）利用書店の場合 
書店在庫情報プロジェクトに連携承諾をしていただければ、トーハン・日販から在庫情報を連携します。
「書店在庫情報プロジェクト」連携お申込みフォームより

※トーハンからご提供するデータは書店・銘柄が限定されています。
 書店条件：TONETSVのベーシックプラン以上に加盟の上、在庫管理をしていること
 銘柄条件：POSベスト銘柄、定番銘柄（スタッフリスト）



信州ブックサーチ



書店在庫情報システム

書店在庫情報システム での

簡易版在庫情報の運用

限られた数のタイトルについて、
簡易的に在庫情報を公開する



前述の「書店の連携方法」では対応出来ない書店も銘柄限定や期

間限定で参加頂く方法。

書店在庫情報システム Customでの熊本版ベストリーダーなど、選定

された書誌リストを図書館のサイトなどに設置。

＊直接、置けるか、別サイトにリンクを貼るかは要相談。

以下の事例（直木賞）のように、書店は「在庫登録フォーム」から登

録を行い、信州ブックサーチや特設サイトなどから図書館や書店で手

にすることができる本を知ることが出来ます。



事例（直木賞）

特設サイトに掲載しているタイト
ルの「近くの本屋の在庫を見る」
のリンクをクリックすることで右
の在庫表示画面が表示されます。
（ブラウザでの位置情報の許可が
必要です）





取次を介さず、在庫を公開
する場合

・「ベストリーダー」の書誌リストから「あり」「わず
か」「なし」を登録
※事務局からお送りするurlの専用登録フォームから

↓
• 書店在庫情報プロジェクトを利用したサイトで在庫情報

公開ができるようになります。

※事前に参加申し込みが必要

※在庫ステータスの更新は適時フォームに在庫情報を登録す
る

例）2025本屋大賞の在庫登録フォーム


